
オンライン開催
※Zoomウェビナー

大学コンソーシアム沖縄 県民向け公開講座

春田 吉備彦 （沖縄大学経法商学部教授）

専門は労働法・社会保障法。中央大学大学
院法学研究科博士後期課程終業年限
終了。
2009年より現職。沖縄県労働委
員会（第17期～第19期）公益委員・
会長代理歴任。

申込先 【Googleフォーム QRコード】
●氏名・連絡先・所属等を入力の上送信してください。
Wi-Fi等ネット接続ができる環境で、PC・スマホ・タブレット等から視
聴できます。お申し込みされた方には、講座開始前日までに、接続先
の情報（ログインURL）をメールでご案内します。前日17時までに案
内メールが届かない場合は下記までお問い合わせください。

今後の講座案内をご希望の方は、地域
研究所LINE友達申請をお願いします。

問い合わせ先：沖縄大学地域研究所（沖縄県那覇市国場405）

窓口：平日8:30～17:15（12:00～13:00閉室）

Tel：098-832-5599 Mail：chiken-staff@okinawa-u.ac.jp

2022年10月8日(土)
14:00～15:50

★視聴無料（10/6(木)16時までに要事前申込）★ ※講座終了後、簡単なアンケートにご協力ください。

日高 洋一郎 （コザ法律事務所 弁護士）

１９８１年生。２００３年中央大学
卒業、２００６年法政大学法科大
学院卒業、２００７年弁護士登録、
コザ法律事務所所属。

三谷 晋 （岐阜大学 地域科学部 准教授）

中央大学法学部卒業、中央大学
大学院法学研究科修了。2010年
より現職。
専攻は行政法、環境法、地方自治法。

14:00～14:50 「米軍人の公務外不法行為とSACO

見舞金不支給事件」（日高 洋一郎）

14:50～15:10 「SACO見舞金不支給事件に対する

コメント」（三谷 晋）

15:10～15:20 休憩
15:20～15:50 フロア討論

米軍人の公務外不法行為による被害については、(1)日本の裁判所で
加害者である米軍人に対する損害額を確定し、(2)日米地位協定によっ
て米国政府が見舞金を支払った場合、(3)日本政府は(1)で確定された
損害額－米国政府の見舞金との差額をSACO見舞金として支払うこと
になっている。ところが日本政府は、(1)で被害者の権利として確定し
た損害額の内、遅延損害金は支払う義務がないと決めつけている。
これを追認したのが、那覇地裁が令和4年7月14日に判決を下した
SACO見舞金不支給事件裁判例である。これは侮辱である。被害者は
捨て置かれ、権利を奪われるのだろうか。そうではないはずだ。
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ひだか よういちろう

はるた きびひこ


